
 

浜松市天竜材人材育成・担い手確保事業費補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 市長は、持続可能な林業経営の実現を図るため、市内で生産された木材（以下「天竜材」

という。）に関わる林業、木材製造業及び建築業者が行う新規就業者の技術力向上及び新たな担

い手の確保を目的とした事業に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その

交付については、浜松市補助金交付規則（（昭和５５年３月３１日浜松市規則第１７号）。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）新規就業者 新たに天竜材に関わる林業、木材製造業及び建築業に従事者として従事する

事業実施日において採用から１年未満の者をいう。 

（２）研修会等 補助事業者が主催する新規就業者の技術力向上を目的とした新規就業者を含む 

参加予定者で開催する研修会等をいう。 

（３）インターンシップ 補助事業者が担い手確保のために学生等を対象として受け入れ又は現

地に出向き指導する就業体験をいう。 

（４）現地見学会等 補助事業者が担い手確保のために自らの業務を広く周知する現地見学会や

体験会をいう。 

（補助事業者） 

第３条 補助の対象となる者は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する者（以下「補助事 

業者」という。）とする。 

（１）天竜材に関わる林業、木材製造業及び建築業の市内に主たる事務所等を有する事業者又は

世帯を別にする３人以上の市内に住所を有する者で構成された団体 

（２）市税を完納していること。 

（３）納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっては、市民税・県民税・森林環境税の特

別徴収義務者として指定されていること又は指定されていないことについて正当な理由があ

ること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助の対象としない。 

（１）暴力団（浜松市暴力団排除条例（平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。）

第２条第１号に規定する暴力団をいう。） 

（２）暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団員等と密接な関係を有する者 

（４）前３号に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又

はこれらに準じるべきもの、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体 

（５）前各号に掲げる者のほか、その他公の秩序に反するおそれがあると認められる団体 

（補助事業、補助率及び補助対象経費） 



 

第４条 補助の対象となる事業を「補助事業」という。補助率及び補助対象経費等は、別表のと

おりとする。 

２ 補助金の算定に当たっては、事業ごとに千円未満の金額を切り捨てるものとする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付の申請をしようとする者は、当該事業を実施する前において市長が定める

時期までに、補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

（１）事業計画書（第２号様式） 

（２）収支予算書（第３号様式） 

（３）納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっては、市民税・県民税・森林環境税特別

徴収義務者指定通知書の写し又は市民税・県民税・森林環境税特別徴収未実施理由書（第

４号様式） 

（４）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認めるもの 

（交付の決定及び条件） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、補助金を交付すべきで

あると認めたときは、補助金の交付を決定し、当該申請者に対し、補助金交付決定通知書（第

６号様式）により通知するものとする。 

２ 前項の交付の決定には、次に掲げる条件を付するものとする。 

（１）補助金は、当該補助事業の実施に要する経費以外に使用してはならないこと。 

（２）補助事業の内容の変更（補助金額の２０％以内の減額である場合を除く。）をする場合は、 

あらかじめ市長の承認を得なければならないこと。 

（３）補助事業が予定期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合は、市長に報告して

その指示を受けなければならないこと。 

（４）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を得なければならないこと。 

（５）市長の求めに応じて、補助事業の遂行の状況を報告するとともに、その指示に従うこと。 

（６）補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物を５年以内に補助金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供する場合は、市長の承

認を受けなければならないこと。 

（７）補助金の交付を受けた日から５年間において、市が実施する補助事業に関する調査に協力

しなければならないこと。 

（８）補助事業の完了により当該補助事業者に相当の利益が生じると認める場合においては、当

該補助金交付の目的に反しない限りにおいて、その交付した補助金の全部又は一部に相当す

る金額を市に納付しなければならないこと。 

（９）第１１条第１項の規定により補助金の交付の決定の取消しを受け、同条第３項の規定によ

り期限を定めて当該補助金の返還命令を受けた場合において、規則第１８条の２の規定に基



 

づき加算金又は遅延損害金を市に納付しなければならないこと。 

（１０）第１１条第３項の規定により補助金の返還の命令を受けたのにもかかわらず、当該補助

金、加算金又は遅延損害金の全部又は一部を納付しないときは、市長は規則第１８条の３の

規定に基づき、他の交付すべき補助金についてその交付を一時停止し、又は未納額との相殺

をすること。 

（１１）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める条件 

（補助事業の変更等） 

第７条 補助事業者は、前条第１項の決定を受けた補助事業の内容の変更（補助対象経費の２０％

以内の減額である場合を除く。）をしようとするときは、あらかじめ市長の承認を得なければな

らない。 

２ 前項の承認の申請は、補助事業変更承認申請書（第７号様式）に次に掲げる書類を添えて行

わなければならない。 

（１）変更事業計画書（第２号様式） 

（２）変更収支計画書（第３号様式） 

（３）その他市長が必要があると認める書類 

３ 市長は、第１項の規定による承認の申請があったときは、その内容を審査し、適当であると

認めたときは、補助事業者に対し、補助金変更交付決定通知書（第８号様式）により通知する

ものとする。 

（補助事業の実績報告） 

第８条 補助事業を実施した補助事業者は、補助事業完了の日から起算して３０日を経過した日

又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに実績報

告書（第９号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に報告しなければならない。 

（１）事業実績書（第２号様式） 

（２）収支決算書（第３号様式） 

（３）補助事業を実施した状況が分かる写真 

（４）領収書その他申請者が補助対象経費を支出したことを証する書類（名宛人が申請者と同一 

名義のものに限る。） 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その報告に係る補助事業の成果が補助

金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合す

ると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により確定した補助金の額を、補助事業者に対し、補助金交付確定通知

書（第１１号様式）により通知するものとする。 

（補助金の請求） 



 

第１０条 前条第２項の補助金交付確定通知書の交付を受けた補助事業者は、市長が定める時期

までに、市長に対し、請求書（第１２号様式）により補助金を請求することができる。 

（交付決定の取消し等） 

第１１条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第６条第１項の規定による

交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

（２）補助金の交付の決定の内容、これに付した条件又はこの要綱に基づく指示その他法令若し

くはこれらに基づく市長の処分に違反したとき。 

（３）第３条第２項各号のいずれかに該当することが判明したとき。 

（４）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用が

あるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当

該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、補助事業者に対し、期限を定

めて当該補助金の全部又は一部の返還を命じるものとする。 

４ 市長は、第１項の規定による交付決定の取消し及び前項の規定による補助金の返還命令を決

定したときは、補助事業者に対し、補助金交付決定取消通知書及び返還命令書（第１３号様式）

により通知するものとする。 

（加算金及び遅延損害金） 

第１２条 補助事業者は、前条第３項の規定による補助金の返還の命令を受けたときは、規則第

１８条の２第１項の規定に基づき加算金を市に納付しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金の返還の請求を受け、これを納期限までに納付しなかったときは、規

則第１８条の２第４項の規定に基づき遅延損害金を市に納付しなければならない。 

３ 市長は、補助事業者が補助金の返還の請求を受け、当該補助金、加算金又は遅延損害金の全

部又は一部を納付しない場合において、その者に対して、同種の事務又は事業について交付す

べき補助金があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は当該補助金と未納

付額とを相殺することができる。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

    

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度から令和８年度までの補助金に適用する。 
 



 

別表（第４条関係）  
名称 新規就業者技術力向上事業 担い手確保・育成活動事業 

補助対象事業 
新規就業者が１名以上参加する技術

力向上に関する研修会等の開催 

担い手確保につながるインターンシ

ップや現地見学会等の開催 

補助率及び 

上限額 
補助対象経費の２分の１以内、 

ただし上限２００千円／事業 

補助対象経費の２分の１以内、 

ただし上限１００千円／事業 
インターンシップ・上限５０千円／人、 

現地見学会等・上限２０千円／人 

補助対象経費 研修会等の実施にかかる経費 

（１）需用費（消耗品等） 

（２）役務費（切手、保険料等） 

（３）旅費（宿泊費、交通機関費等） 

（４）原材料費（研修会に係る資材費 

等） 

（５）報償費（講師謝礼等） 

（６）使用料及び賃借料（会場借上費 

等） 

（７）賃金（事業に必要な実働対価 

   （準備も含む）） 

（８）委託料 

（９）備品購入費 

（10） その他市長が必要があると認

める経費 

 

インターンシップの受入れ及び現地

見学会や体験会にかかる経費 

（１）需用費（消耗品等） 

（２）役務費（切手、保険料等） 

（３）旅費（宿泊費、交通機関費等） 

（４）原材料費（受入等に係る資材費

等） 

（５）報償費（講師謝礼等） 

（６）使用料及び賃借料（会場借上費

等） 

（７） 賃金（事業に必要な実働対価

（準備も含む）） 

（８）委託料 

（９）備品購入費 

（10）  その他市長が必要があると認

める経費 

添付資料 

（第５条関係） 
（１）事業計画書（第２号様式） 
（２）収支予算書（第３号様式） 

（３）規約等及び名簿（補助事業者が

団体の場合のみ） 

（４）事業参加予定者名簿（第５号様

式） 

（５）事業のスケジュールがわかる書

類 

（１）事業計画書（第２号様式） 
（２）収支予算書（第３号様式） 

（３）規約等及び名簿（補助事業者が

団体の場合のみ） 

（４）事業参加予定者名簿（任意様式） 

（５）事業のスケジュールがわかる書 

類 

添付資料 

（第７条関係） 

（１）変更事業計画書（第２号様式） 

（２）変更収支計画書（第３号様式） 

（３）変更内容の確認できる書類 

（１）変更事業計画書（第２号様式） 

（２）変更収支計画書（第３号様式） 

（３）変更内容の確認できる書類 

添付資料 

（第８条関係） 

（１）事業実績書（第２号様式） 

（２）収支決算書（第３号様式） 

（３）補助事業を実施した状況がわか

る写真 

（４）領収書その他申請者が補助対象

経費を支出したことを証する書

類（名宛人が申請者と同一名義

のものに限る） 

（５）参加者名簿（第５号様式） 

（６）経費算出書（第１０号様式） 

（７）事業のスケジュールがわかる書

類 

（１）事業実績書（第２号様式） 

（２）収支決算書（第３号様式） 

（３）補助事業を実施した状況がわか

る写真 

（４）領収書その他申請者が補助対象

経費を支出したことを証する書

類（名宛人が申請者と同一名義

のものに限る） 

（５）参加者名簿（任意様式） 

（６）経費算出書（第１０号様式） 

（７）事業のスケジュールがわかる書

類 

備考 
 １ 補助対象経費は全て補助事業の実施に直接要する経費（税抜き）のうち自己負担額に限る。 
 ２ 以下の経費は補助対象経費から除外する。 
  （１）領収書その他支払いを証する書類（名宛人が申請者と同一名義のものに限る。）が提出 

できない経費（賃金、報償費を除く。） 
  （２）飲食代（講師、主催者等の分を含む。） 



 

第１号様式（第５条関係） 
 

補助金交付申請書 
 

             年  月  日 
 
 （あて先）浜松市長 
 
                      申請者 
                       所在地 〒 
                
                       事業者等名称 
                    代表者・氏名 

                       

※ 自署であれば押印不要 
                       連絡先 ℡ 
 
 
      年度において浜松市天竜材人材育成・担い手確保事業を実施したいので、浜松市天竜

材人材育成・担い手確保事業費補助金交付要綱第５条の規定により申請します。 
 

記 
 
 
 
１ 事業名                  事業 
 
２ 交付申請額          金          円 
 
３ 市税の納付又は納入の状況の確認についての同意（同意する場合は下記に☑を記入） 

  □ 浜松市天竜材人材育成・担い手確保事業費補助金交付要綱第３条の規定により、市におい

て、申請者の市税の納付又は納入状況について確認することに同意します。 

   

４ 暴力団排除に関する誓約（誓約及び承諾する場合は下記に☑を記入） 

□ 浜松市天竜材人材育成・担い手確保事業費補助金の交付申請にあたり、下記事項につい

て誓約し、承諾します。 

（１）次に掲げる者のいずれにも該当しません。 

・暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)

第２条第１号に規定する暴力団をいう。） 

・暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。） 

・暴力団員等と密接な関係を有する者 

（２）浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会すること

を承諾します。 

 

５ 添付書類 
  （１）事業計画書（第２号様式） 
  （２）収支予算書（第３号様式） 
  （３）市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指定通知書の写し 

（４）規約等及び名簿（補助事業者が団体等の場合のみ） 

  （５）事業参加予定者名簿（第５号様式、新規就業者技術力向上事業のみ） 
  （６）事業のスケジュールがわかる書類 
   
 



 

第２号様式（第５条、第７条、第８条関係） 
 
 

事業計画書（変更事業計画書、事業実績書） 
 

１ 実施期間（変更実施期間・実施期間） 年  月  日 ～  年  月  日 

２ 実施場所（変更実施場所・実施場所）  

３ 参加予定者数（変更参加予定者数・

参加者数） 

 
名（※１） 

 
 

４ 事業目的  

５ 事業概要（事業変更概要・事業実績）  

６ 見込まれる事業効果（変更により見

込まれる事業効果、事業効果）  

７ 備考（補助事業者の事業内容、天竜 
材とのつながり）（※２）  

※１ 新規就業者技術力向上事業については、「事業参加（予定）者名簿（第５号様式）」を添付  
すること。担い手確保・育成活動事業の事業実績書を提出する場合は、「参加者名簿（任意

様式）」を添付すること。 
 ※２ 補助事業者が法人の場合は、天竜材と関連する法人概要及び事業内容を記入すること。団 

体等の場合は、天竜材と関連する事業内容を記入すること。 



 

第３号様式（第５条、第７条、第８条関係） 
 

収支予算書（変更収支計画書・収支決算書） 
 
１ 収入の部                             （単位：円） 

科   目 
予 算 額 

（変更予算額） 
（決 算 額） 

比較 
摘   要 

増 減 

     

計     

 
 
２ 支出の部                             （単位：円） 

科   目 
予 算 額 

（変更予算額） 
（決 算 額） 

比較 
摘  要 

増 減 

     

計     

※ 変更収支予算書、収支決算書の場合には、変更前の金額を上段に括弧書きし、変更後又は決算

の金額を下段に記入する事。 
※ 収支決算書を提出する場合で、領収書の添付ができない経費については、経費算出書（第１０

号様式）で経費の内訳を明らかにすること。 
※ 支出の部の科目には、別表の補助対象経費の項目を記載すること。 
※ 支出の部の科目は税抜き金額を記入すること。 



 

第４号様式（第５条関係） 

 



 

第５号様式（第５条、第８条、別表 新規就業者技術向上事業関係） 
 

事業参加（予定）者名簿 
 

番号 氏名 生年月日 採用年月日 新規就業者に 
該当 備考 

１    □  

２    □  

３    □  

４    □  

５    □  

６    □  

７    □  

８    □  

９    □  

１０    □  

 
 

                        参加（予定）者 全    名 



 

第６号様式（第６条関係） 
第    号 

  年  月  日 
               様 

 
浜松市長                

 
 

補助金交付決定通知書 
 

年  月  日付で申請のあった  年度浜松市天竜材人材育成・担い手確保事業費補助金

について、浜松市天竜材人材育成・担い手確保事業費補助金交付要綱第６条の規定により下記のと

おり交付することを決定したので通知します。 
記 

 
１ 事業名                         事業 
 
２ 補助金交付決定額       金            円 
 
３ 補助条件 
（１）補助金は、当該補助事業の実施に要する経費以外に使用してはならないこと。 

（２）補助事業の内容（補助金額の２０％以内の減額である場合を除く。）をする場合は、あらかじめ市長の承 

認を得なければならないこと。 

（３）補助事業が予定期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合は、市長に報告してその指示を受 

けなければならないこと。 

（４）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を得なければならないこと。 

（５）市長の求めに応じて、補助事業の遂行の状況を報告するとともに、その指示に従うこと。 

（６）補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物を５年以内に補助金の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供する場合は、市長の承認を受けなければならない

こと。 

（７）補助金の交付を受けた日から５年間において、市が実施する補助事業に関する調査に協力しなければな

らないこと。 

（８）補助事業の完了により当該補助事業者に相当の利益が生じると認める場合においては、当該補助金交付

の目的に反しない限りにおいて、その交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を市に納付しなけれ

ばならないこと。 

（９）第１１条第１項の規定により補助金の交付の決定の取消しを受け、同条第３項の規定により期限を定め

て当該補助金の返還命令を受けた場合において、規則第１８条の２の規定に基づき加算金又は遅延損害金

を市に納付しなければならないこと。 

（１０）第１１条第３項の規定により補助金の返還の命令を受けたのにもかかわらず、当該補助金、加算金又 

は遅延損害金の全部又は一部を納付しないときは、市長は規則第１８条の３の規定に基づき、他の交付す 

べき補助金についてその交付を一時停止し、又は未納額との相殺をすること。 

（１１）前各号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める条件 



 

第７号様式（第７条関係） 

 

  年  月  日 

 

（あて先）浜松市長         

申請者 
                       所在地 〒 
                
                    事業者等名称 
                    代表者・氏名 

                       

※ 自署であれば押印不要 
                       連絡先 ℡ 
 

 

補助金変更承認申請書 

 

 

     年  月  日付け    第  号で補助金交付の決定を受けた    年度浜松

市天竜材人材育成・担い手確保事業費補助金の計画を次のとおり変更したいので浜松市天竜材人材

育成・担い手確保事業費補助金交付要綱第７条の規定により申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 事業名                   事業 

 

２ 補助金交付決定額      金          円 

 

３ 変更申請額（増減額）    金          円（         円） 

 

４ 変更理由 

 

５ 変更事業計画書  別紙（第２号様式） 

 

６ 変更収支計画書  別紙（第３号様式） 

 

７ 添付書類     変更内容の確認できる書類 



 

第８号様式（第７条関係） 

第    号 

年  月  日 

 

             様 

 

浜松市長              

 

 

補助金変更交付決定通知書 

 

 

年  月  日付をもって変更申請のあった    年度浜松市天竜材人材育成・担い手

確保事業費補助金については、浜松市天竜材人材育成・担い手確保事業費補助金交付要綱第７条の

規定により下記のとおり変更決定したので通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 事業名                      事業 

 

２ 交付決定額           金         円 

 

３ 今回変更額（減額・増額）    金         円 

 

４ 変更決定額           金         円 

 

 

 



 

第９号様式（第８条関係） 

年  月  日 

 

（あて先）浜松市長         

 

申請者 
                       所在地 〒 
                
                    事業者等名称 
                    代表者・氏名 

                       

※ 自署であれば押印不要 
                       連絡先 ℡ 
 

        

実績報告書 

 

 

  年  月  日付     第   号において補助金交付の決定を受けた、事業が完了

したので浜松市天竜材人材育成・担い手確保事業費補助金交付要綱第８条の規定により報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 事業名                事業 

 

２ 事業実績書  別紙（第２号様式） 

 

３ 収支決算書  別紙（第３号様式） 

 

４ 添付書類   （１）補助事業を実施した状況がわかる写真 

          （２）領収書その他申請者が補助対象経費を支出したことを証する書類 

             （名宛人が申請者と同一名義のものに限る。） 

（３）事業参加者名簿（第５号又は任意様式） 

          （４）経費算出書（第１０号様式） 

          （５）事業のスケジュールがわかる書類 



 

第１０号様式（第８条関係） 

 

経費算出書 

 

１ 賃金 

番号 氏名 作業内容 日時 金額（円） 
作業従事

者サイン 
（印も可） 

備考 
（算出根拠等） 

    月 日（ ） 

～    

    月 日（ ） 

～    

    月 日（ ） 

～    

    月 日（ ） 

～    

    月 日（ ） 

～    

    月 日（ ） 

～    

    月 日（ ） 

～    

    月 日（ ） 

～    

合計（円）   

 

  
２ 報償費 

年月日 講師名 支払金額 備考 

    

    

合計（円）   

  
 
           上記のとおり経費を算出したことを証明いたします。 
 

年  月  日 

 

 

            （証明者）住所（所在地） 

         氏名（名称及び代表者氏名）               

 



 

第１１号様式（第９条関係） 

第     号 

                           年  月  日 

 

             様 

浜松市長              

 

 

補助金交付確定通知書 

 

 

年  月  日付け浜松市指令産林第   号で決定した    年度浜松市天竜材人

材育成・担い手確保事業費補助金については、浜松市天竜材人材育成・担い手確保事業費補助金交

付要綱第９条の規定により次のとおり確定します。 

 

 

記 

 

 

１ 事業名                   事業 

 

２ 交付決定額        金            円 

 

３ 交付確定額        金            円 

 



 

第１２号様式（第１０条関係） 
  年  月  日 

 
（あて先）浜松市長          
 

申請者 
                       所在地 〒 
                
                       事業者等名称 
                    代表者・氏名              
                    連絡先 ℡ 
 
 

請求書 
 
 

    年  月  日付  第   号により補助金交付の確定を受けた  年度浜松市天竜

材人材育成・担い手確保事業の補助金として、下記のとおり請求します。 
 
 
 

記 
 
 

１ 事業名                  事業 
 
２ 補助金請求額        金         円 

 
３ 振替先 

金融機関名 

支店名 

  
  

口座種別  普通  当座 

口座番号   

（ふりがな） 

口座名義 

  
  

 
    



 

第１３号様式（第１１条関係） 

第     号 

                           年  月  日 

 

             様 

浜松市長              

 

 

補助金交付決定取消通知書及び返還命令書 

 

 

年  月  日付け    第   号で交付を決定した    年度浜松市天竜材人

材育成・担い手確保事業費補助金について、浜松市天竜材人材育成・担い手確保事業費補助金交付

要綱第１１条の規定により交付決定を取り消すとともに、浜松市補助金交付規則第１８条第１項に

基づき返還を命ずる。 

 

 

記 

 

 

１ 事業名                   事業 

 

２ 返還命令額       金            円 

 

３ 交付金額        金            円 

 

４ 交付年月日          年   月   日 

 

５ 交付決定取消し及び返還理由 

 

 

 

 

６ 返還期限           年   月   日 

 

 


